
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・
応募者数

ＵＥＰ計測用ＵＵV模
型の製造

１式

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月13日

株式会社ＩＨＩ

東京都江東区豊洲
３丁目１番１号

4010601031604

本契約の履行に当たっては、実ＵＵＶ
に係わる機能・性能・構造に関する知
識及び操作技術を有していることが必
要であり、公募を実施したが、応募者
が契約相手方１者のみであったため。
（根拠法令：会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

4,455,000 - 3037

自律型水中航走式機雷
探知機ＯＺＺ-５の類
別能力向上にかかる検
討役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月3日

三菱重工業株式会
社代理株式会社ヨ
ネイ

東京都中央区銀座
２丁目８番２０号

1010001060074

本契約の履行に当たっては、自律型水
中航走式機雷探知機OZZ-5及び次世
代機雷探知技術の研究試作（その１）
並びに次世代機雷探知技術の研究試
作（その２）の構成、構造、機能・性能
に関する知識及び技術を有することが
必要であり、公募を実施したが、応募
者が契約相手方１者のみであったた
め。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

3,030,500 - 9195

最新の量子技術及び量
子エレクトロニクス技
術を用いた超高精度慣
性航法技術に関する調
査検討役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月3日

株式会社ＭＩＺＵＳＡ
ＱＩ

神奈川県横浜市中
区花咲町１丁目４８
番３号ロゼ桜木町４
０６号

6020001143220

本契約の履行に当たっては、最新の量
子技術及び量子エレクトロニクス技術
を用いた慣性航法に関する原理、技術
的知見及び専門的知識、並びにそれら
の性能を評価するためのシミュレー
ション技術を有していることが必要であ
り、公募を実施したが、応募者が契約
相手方１者のみであったため。（根拠
法令：会計法第２９条の３第４項）

8,368,800 8,272,000 98.84% 9196

水中航走体用信号処理
解析検討装置機能付加

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月6日

三菱重工業株式会
社代理株式会社ヨ
ネイ

東京都中央区銀座
２丁目８番２０号

1010001060074

本契約の履行に当たっては、水中航走
体用信号処理解析検討装置に関する
知識・技術を有していることが必要であ
り、公募を実施したが、応募者が契約
相手方１者のみであったため。（根拠
法令：会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

9,218,000 - 9202

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

備考
物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募並びに常続的公
示）

公益法人の場合
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

法人番号



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・
応募者数

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

備考
物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募並びに常続的公
示）

公益法人の場合
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

法人番号

水中ネットワークに関
する検討役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月23日

株式会社日立製作
所

東京都千代田区丸
の内１丁目６番６号

7010001008844

本契約の履行に当たっては、本役務の
実施に必要な大容量通信と長距離通
信の両者を可能とする光/音響ハイブ
リッド水中通信技術に関する技術的知
見及び対潜戦等水中戦闘のための指
揮通信・情報管理に関する専門的知識
を有していることが必要であり、公募を
実施したが、応募者が契約相手方１者
のみであったため。（根拠法令：会計法
第２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

46,750,000 - 9220

水中音響標準装置の維
持整備作業

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月3日

日本電気株式会社

東京都港区芝５丁
目７番１号

7010401022916

本契約の履行に当たっては、水中音響
標準装置の機能、性能及び構造に関
する知識及び技術を有することが必要
であり、公募を実施したが、応募者が
契約相手方１者のみであったため。
（根拠法令：会計法第２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

9,845,000 - 9537

潜水艦コンセプト評価
技術の性能確認試験に
係る技術支援（その
１）（２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月12日

三菱重工業株式会
社

東京都千代田区丸
の内３丁目２番３号

8010401050387

本契約は、研究開発に係る試作請負
業務に付随して実施される性能確認試
験に必要とされる「潜水艦コンセプト評
価技術の性能確認試験に係る技術支
援（その１）（２）」を調達するものであ
り、本契約の履行に必要な技術・設備
等を有する者は、令和２年度潜水艦コ
ンセプト評価技術の研究試作請負契
約に携わった三菱重工業株式会社の
みであるため。なお、本契約への新規
参入者を募る公示を常続的に行ってい
るところ、当該公示に応募する者は現
在確認されていない。（根拠法令：会計
法第２９条の３第４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

3,201,000 - 25017



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・
応募者数

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

備考
物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令
の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募並びに常続的公
示）

公益法人の場合
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

法人番号

潜水艦コンセプト評価
技術の性能確認試験に
係る技術支援（その
２）（２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　青木　陽介

東京都目黒区中目黒２－
２－１

令和6年12月12日

沖電気工業株式会
社

東京都港区虎ノ門１
丁目７番１２号

7010401006126

本契約は、研究開発に係る試作請負
業務に付随して実施される性能確認試
験に必要とされる「潜水艦コンセプト評
価技術の性能確認試験に係る技術支
援（その２）（２）」を調達するものであ
り、本契約の履行に必要な技術・設備
等を有する者は、潜水艦コンセプト評
価技術の研究試作契約の下請負での
成果を継承し、当該調達に必要となる
ソーナー・海洋環境・音響伝搬模擬に
関する知識及び技術を有する沖電気
工業株式会社のみであるため。なお、
本契約への新規参入者を募る公示を
常続的に行っているところ、当該公示
に応募する者は現在確認されていな
い。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない。

1,353,000 - 25018

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。


